
千葉市登録地域生活支援給付サービス事業者の登録等に関する要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、千葉市地域生活支援給付事業実施要綱（平成１８年１０月１日施行。

以下「実施要綱」という。）第２６条第２項の規定に基づき、登録地域生活支援給付サー

ビス事業者の登録に係る手続等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、この要綱及び実施要綱において定めるもののほ

か、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号。以下「法」という。）の例による。 

（登録の申請等） 

第３条 地域生活支援給付サービスを提供しようとする者は、この要綱で定めるところに

より、登録地域生活支援給付サービス事業者（以下「登録事業者」という。）として、市

長の登録を受けることができる。 

２ 前項の登録は、地域生活支援給付サービスを提供しようとする者の申請により、地域

生活支援給付サービスの種類及び地域生活支援給付サービスの提供を行う事業所（以下

「事業所」という。）ごとに行うものとする。 

３ 第１項の登録を申請する者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める基準

を満たさなくてはならない。 

（１）法人 当該法人の役員又はその地域生活支援給付サービス事業所を管理する者（以

下「管理者」という。）その他障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律施行令（平成１８年政令第１０号。以下「政令」という。）第２３条で定める使

用人（以下「役員等」という。）のうちに暴力団員（暴力団員等による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

次号において同じ。）に該当する者がないこと。 

（２）（１）以外の者 管理者その他政令第２３条で定める使用人のうちに暴力団員に該当

する者がないこと。 

 （登録の申請） 

第４条 前条第１項に規定する登録を受けようとする者は、千葉市登録地域生活支援給付

サービス事業者登録（更新）申請書（様式第１号）に、次に掲げる事項を記載した書

類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）事業所の平面図（訪問入浴サービスを除く。） 

（２）日中一時支援にあっては、事業所の設備の概要 

（３）事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴（訪問入浴サービスを除く。） 

（４）移動支援にあっては、サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴 

（５）運営規程（訪問入浴サービスを除く。） 

（６）利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要（訪問入浴サー

ビスを除く。） 

（７）当該申請に係る事業に係る従業者の勤務体制及び勤務形態（訪問入浴サービスを除



く。） 

（８）従業者全員の資格証等の写し（日中一時支援を除く。） 

（９）その他登録に関し市長が必要と認める事項 

２ 移動支援にあっては、法第５条第２項に規定する居宅介護、日中一時支援にあっては、

同条第８項に規定する短期入所、訪問入浴サービスにあっては、介護保険法第８条第３

項に規定する訪問入浴介護の指定を受けている場合、前項の規定にかかわらず、市長は

前項（１）（２）（３）（６）に掲げる事項が既に提出した内容と同様であるときは、これ

らの事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき登録を行ったときは、申請者に対し、千葉市登録地域

生活支援給付サービス事業者登録（更新）通知書（様式第２号）により通知するものと

する。 

 （登録の基準） 

第５条 市長は、前条の申請があった場合において、申請者が第３条第３項の基準を満た

していないとき、登録事業者の登録をしないものとする。 

２ 市長は、前条の申請があった場合において、当該申請に係る事業所の従業者の知識及

び技能並びに人員が、第８条第１項に規定する保健福祉局長が別に定める基準を満たし

ていないとき、又は申請者が、同条第２項に規定する保健福祉局長が別に定める登録地

域生活支援給付サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な事業の運営

をすることができないと認められるときは、登録事業者の登録をしないものとする。 

３ 市長は、前条の申請があった場合において、申請者が、法第３６条第３項第４号から

第１３号で規定する者のいずれかに該当すると認められる場合又はこれに準ずる者とし

て認められる場合、登録事業者の登録をしないことができる。 

４ 市長は、前第１項から第３項の規定に基づき登録を行わなかったときは、申請者に対

し、千葉市登録地域生活支援給付サービス事業者不登録（更新）通知書（様式第３号）

により通知するものとする。 

（登録の更新） 

第６条 第３条第１項の登録事業者の登録は、６年ごとにその更新を受けなければ、その

期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「登録の

有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の

登録は、登録の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有す

る。 

３ 前項の場合において、登録の更新がされたときは、その登録の有効期間は、従前の登

録の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前２条の規定は、第１項の登録の更新について準用する。 

５ 第１項の規定に基づき登録の更新を受けようとする者は、第４条第１項各号に掲げる

事項及び現に受けている登録の有効期間満了日を記載した申請書又は書類を、市長に提

出しなければならない。 



６ 前項の規定にかかわらず、市長は、当該申請に係る事業者が既に市長に提出している

第４条第１項各号に掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載

又は書類の提出を省略させることができる。 

（登録事業者の責務） 

第７条 登録事業者は、障害者又は障害児（以下「障害者等」という。）がその有する能力

及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、本市、障害

福祉サービス事業を行う者その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者等

との連携を図りつつ、地域生活支援給付サービスを当該障害者等の意向、適性、障害の

特性その他の事情に応じ、効果的に行うように努めなければならない。 

２ 登録事業者は、その提供する地域生活支援給付サービスの質の評価を行うことその他

の措置を講ずることにより、地域生活支援給付サービスの質の向上に努めなければなら

ない。 

３ 登録事業者は、障害者等の人格を尊重するとともに、法及びこの要綱その他の関係規

程を遵守し、障害者等のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 

 （登録地域生活支援給付サービスの事業の基準） 

第８条 登録事業者は、当該登録に係る事業所ごとに、保健福祉局長が別に定める基準に

従い、当該登録地域生活支援給付サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 登録事業者は、保健福祉局長が別に定める登録地域生活支援給付サービスの事業の設

備及び運営に関する基準に従い、登録地域生活支援給付サービスを提供しなければなら

ない。 

 （変更等の届出） 

第９条 登録事業者は、当該登録に係る事業所の名称及び所在地その他の別表第１号に定

める事項に変更があったときは、変更後１０日以内に、その旨を変更届出書（様式第４

号）により市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定に基づく変更届出書の添付書類が既に市長に提出している法第４

６条第１項に基づく変更届出書の添付書類と同様の場合、当該添付書類の提出を省略さ

せることができる。 

３ 登録事業者は、休止した当該登録地域生活支援給付サービスの事業を再開したときは、

１０日以内に、その旨を廃止・休止・再開届出書（様式第５号）により市長に届け出な

ければならない。 

４ 登録事業者は、当該登録地域生活支援給付サービスの事業を廃止し、又は休止しよう

とするときは、その廃止又は休止の１月前までに、その旨を廃止・休止・再開届出書（様

式第５号）により市長に届け出なければならない。 

（登録の取消し等） 

第１０条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該登録事業者に係

る第３条第１項の登録を取り消し、又は期間を定めてその登録の全部若しくは一部の効

力を停止することができる。 

（１）登録事業者が、当該登録に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員につい



て、第８条第１項に規定する保健福祉局長が別に定める基準を満たすことができなく

なったとき。 

（２）登録事業者が、第８条第２項の保健福祉局長が別に定める登録地域生活支援給付サ

ービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な登録地域生活支援給付サー

ビスの事業の運営をすることができなくなったとき。 

（３）地域生活支援給付費、介護給付費若しくは訓練等給付費又は療養介護医療費の請求

に関し不正があったとき。 

（４）その他、法第５０条第１項各号の規定内容に鑑み、登録事業者が登録地域生活支援

給付サービスの事業を運営することが不適切であると市長が認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定に基づき登録の取り消し、又は期間を定めてその登録の全部若し

くは一部の効力を停止したときは、申請者に対し、千葉市登録地域生活支援給付サービ

ス事業者登録取消（効力停止）通知書（様式第６号）により通知するものとする。 

 （事業者情報の提供） 

第１１条 市長は、登録事業者に係る情報（第９条に規定する変更等の届出に係る情報を

含む。）のうち次に掲げるものを公表するものとする。 

（１）設置者の名称 

（２）事業所の名称、所在地及び連絡先 

（３）当該登録に係る登録地域生活支援給付サービスの名称 

（４）主たる対象者 

（５）事業所番号 

 （補則） 

第１２条 この要綱に定めるものの他、登録地域生活支援給付サービス事業者の登録等に

関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の日の前日において法、千葉市基準該当障害福祉サービス事業者の登

録等に関する要綱（平成１８年４月１日施行）又は千葉市重度身体障害者入浴サービス

事業実施要綱（平成４年１０月１５日施行）の規定により、次の表の左欄に掲げるサー

ビスに係る指定、登録又は業務の委託を受けている者については、第４条の規定にかか

わらず、施行日に、同表右欄に掲げる地域生活支援給付サービスに係る第３条第１項に

規定する登録を受けたものとみなす。 

外出介護 移動支援 

重度身体障害者入浴サービス 訪問入浴サービス 

短期入所 日中一時支援（日中預かり型） 

居宅介護 生活サポート 



障害者デイサービス。ただし、平成１８年１０月以

降経過的デイサービスを実施する予定の事業所に限

る。 

経過的デイサービス 

３ 前項の規定による登録が効力を有する期間は、第６条第１項の規定にかかわらず平成

１９年３月３１日までの間とする。 

４ 第２項の規定による登録を受けた事業者が、平成１９年４月１日以降も当該登録に係

る登録地域生活支援給付サービスを継続して提供するため第６条の更新の申請を行った

場合は、同条第１項中「３年ごと」とあるのは、「２年６か月から３年６か月の範囲内で

市長が割り振る期間の満了の日まで」と読み替えて適用する。 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分

の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分

の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

 

 

 

 

 



（別表第１号）第９条第１項に規定する変更届出書の提出が必要な事項 

 

番号 変更届が必要な事項 添付書類 

１ 事業所の名称 
①付表 

②運営規程 

２ 
事業所の所在地 

（設置の場所） 

①付表 

②運営規程 

③事業所の平面図 

④事業所の外観及び内部の写真 

⑤居室面積等一覧表 

⑥土地・建物の賃貸借契約書の写し 

＜賃貸借契約の場合＞ 

３ 
申請者（設置者）の名

称 

①登記事項証明書（登記簿謄本）又は条例等 

②運営規程 

４ 主たる事務所の所在地 ①登記事項証明書（登記簿謄本）又は条例等 

５ 
代表者の氏名、生年月

日、住所及び職名 

①登記事項証明書（登記簿謄本）又は条例等 

②登記事項証明書（登記簿謄本）に代表者である

旨が記載されていない場合は、代表者に選任さ

れたことを示す書類（理事会議事録等の写し） 

６ 

申請者（法人）の登記

事項証明書（登記簿謄

本）又は条例等 

①登記事項証明書（登記簿謄本）又は条例等 

７ 
事業所の平面図及び設

備の概要 

①事業所の平面図 

②事業所の外観及び内部の写真 

③居室面積等一覧表 

④設備・備品等一覧表 

 

 



番号 変更届が必要な事項 添付書類 

８ 
管理者の氏名、生年月

日、住所及び経歴 

①付表 

②管理者経歴書 

③組織体制図 

９ 

サービス提供責任者の

氏名、生年月日、住所

及び経歴 

①付表 

②サービス提供責任者経歴書 

③従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表 

④組織体制図 

⑤従業者全員の資格証等（写し） 

 ＜未提出の従業者のみ＞ 

10 運営規程 

営業日時 

①付表 

②運営規程 

③従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表 

④従業者全員の資格証等（写し） 

 ＜未提出の従業者のみ＞ 

その他 
①付表 

②運営規程 

11 

利用者又はその家族か

らの苦情を解決するた

めに講ずる措置の概要 

①付表 

②利用者又はその家族からの苦情を解決するため

に講ずる措置の概要 

12 主たる対象者 

①付表 

②運営規程 

③主たる対象者を特定する理由等 

 ＜特定する場合のみ＞ 

13 その他 市長が必要と認める書類 

  


